
大阪府介護支援専門員実務研修 実習生受入説明会 質疑応答 

※現在、コロナ感染症拡大防止のため、実務研修における実習の運用を「特例措置」の内容に変更して実施いただ

いております。現状、適切でない回答については、線を引いています。 

分類 NO 質問 回答 

1 実習受入事

業所につい

て 

①  実習受入可能な事業所を、特定事業所加算

を取得している事業所とするのはなぜか。 

 

厚生労働省の研修ガイドライン及び研修実施要綱では、特定事業所加算を取得し

ている事業所のような指導体制が整っている事業所で実習を行うことが適切で

あると示されています。今後更に実習も含めた研修全般の質の向上を図る必要が

あり、ガイドライン及び研修実施要綱の内容を踏まえた体制にするために、特定

事業所加算取得事業所で実習受入をしていただくこととします。（ただし、令和 9

年 3 月 31 日までは経過措置期間とし、その時点で実施している実務研修の指導

までは、特定事業所加算を取得していなくても「主任介護支援専門員を配置し、

指導体制が整っている事業所」を対象とします。） 

2 実習受入に

ついて 

②  受講者を１人受入れた後は、それ以降の申

込みを受入れないとしても差し支えない

か。 

特定事業所加算を受けている事業所は、その要件として『介護保険法第六十九条

の二第一項に規定する介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメント

の基礎技術に関する実習」等に協力又は協力体制を確保していること。』とされて

います。 

実習の受入れをしないことにより、協力又は協力体制が確保できていないとみな

される可能性がありますので、複数の受講者から申出があった場合は、可能な限

り受入れにご協力いただきますようお願いします。 

③  １つの事業所で 2プロセスを指導すると、

ほぼ 1 日の実習になることが予想される。

２プロセスを希望している受講者であっ

ても、1 プロセスのみの受入としてもよい

か。 

受講者が希望する内容・日時にて実習受入を行えないやむを得ない事情がある場

合は、双方で都合のつく日程を調整していただくなど、ご協力をお願いします。 

※第 26 回特例措置：従来、1 つのプロセスに対する学習時間は 3 時間以上で

すが、第 26 回については、アセスメントは 3 時間以上、その他の 4 つのプロ

セスは 1.5 時間以上に変更しています。 

実習に必要な事業所数も 1 ヵ所から３ヵ所としています。 

1 つの事業所で、全プロセスの指導が行える場合は、２日間に分けてください。 

 

④  実習受入の申込の際、受講者が日程を指定

し、指定日以外は都合がつかないとして申

し込むケースがある。 

可能な限り、他の日程も打診していただき調整の上、ご協力をお願いします。 

なお、受講者には実習日を限定して申込みをしないよう、複数日設定し、受入事

業所と日程調整が行えるように説明します。 

⑤  受講者から見学実習の受入依頼がない場

合はどうするのか。 

受講者から実習の受入依頼がない場合も想定されます。その場合は、受入れの拒

否にはあたりません。 

⑥  一人の実習指導者が、同時に複数の受講者

を受入することは可能か。 

受講者の実習目標は異なります。目標に応じた丁寧な指導を行っていただく必要

がありますので、一対一の指導をお願いします。 

⑦  受講者の本人確認は、持参してくる受講票

だけでよいのか。 

実習当日に、受講者が持参する受講票の「受講番号」「氏名」と、見学・観察実習

報告書（様式Ａ、Ｂ）の受講番号と氏名が一致していることを確認してください。 
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指導プロセ

スについて 

 

 

 

⑧  地域包括支援センターにおいては、要支援

（予防）のプロセスにて実習を実施しても

よいか。 

今後、変更される場合はありますが、現状では問題ありません。 

⑨  実習を行うプロセス場面を、主任ケアマネ

側から選ぶことは可能か。 

できません。受講者の希望するプロセス場面について指導をお願いします。 



 指導プロセ

スについて 

 

 

 

⑩ 長時間の実習となることが予想されます。

届け出た主任介護支援専門員（実習指導

者）が複数いる場合、１プロセスの指導

（「オリエンテーション」「見学実施」「実習

振返り」）を、それぞれ別の主任介護支援専

門員が共同で実施しても、主任介護支援専

門員更新研修の要件を満たすことができ

るか。 

 

1 プロセスの構成を分断し、それぞれ別の実習指導者が指導を行うことはできま

せん。したがって、質問のケースでは主任介護支援専門員更新研修の要件を満た

すことにはなりません。 

 

⑪ 給付管理プロセスにおいて、２つの疾患別

事例を選定してどの様に指導すればよい

か、具体的に示してほしい。 

介護支援専門員業務に就く前の受講者が理解し難い科目の１つに「給付管理業

務」があげられます。「給付管理」は、受講者全員の「共通目標」として事前に設

定しておりますので、手引きを参考にしてください。実習指導計画表（給付管理）

の参考例（手引き P２１）も併せてご参照ください。 

指導内容は、例えば、訪問介護を 2,000 単位で予定し本人に利用表及び別表、

サービス事業所にサービス提供票及び別表を交付したにも関わらず、翌月はじめ

のサービス事業所からのサービスの実績が、1850 単位と報告があった場合、ど

のように給付の適正を確認し、区分支給額限度額を管理しているか等です。 

また、疾患に関する例としては、看取りの事例における訪問看護の利用につい

て、利用者ががん末期と診断を受けた場合、診断以後も、介護支援専門員はニー

ズ充足のため居宅サービス計画書に訪問介護の利用を位置づけますが、給付管理

票においては、医療保険が適用されるため、訪問看護は掲載されないことを見て

いただくなど、保険適応の有無と給付管理の関係を説明いただければわかりやす

いと思います。 

事例ファイルを基に疾患別事例ごとに特徴のある部分を取り上げながら、介護

保険給付についての一連の流れを指導してください。 

⑫ 実習を引き受けるとしたものの、実習目標

に合致する事例がない場合はどうすべき

か。 

事業所内の他のケアマネジャーが担当する事例で、当てはまるものがないか確認

いただき、合致する事例があれば、その事例にて対応してください。（ただし、居

宅訪問や指導説明については実習指導者が同行し対応してください。） 

受講者の実習目標に合致する事例がない場合には、その旨を受講者に伝え、別の

事例であれば実習可能であるということを提案するなど、柔軟な対応をお願いし

ます。 

⑬ 受講者は実習中、見学・観察のみ行うとの

ことですが、手引 「Ｐ13.14 Ⅵ学習のね

らい ⓶プランニング」では、実際にプラン

作成をするような学習項目の記載もある

ので、作成してもらってもよいのか。 

 

受講者の実習目標の内容によりますが、受講者に作成するように一方的に指示を

出すのではなく、実習指導者の指導の下で、一緒にプランを考えてみるという方

法で作成してください。 

⑭ 「モニタリング」では、必ず利用者（実習

協力者）の居宅を訪問することとなってい

るが、施設での実習の場合、利用者の個室

または相談室で対応してもよいか。 

 

問題ありません。 

第 26 回特例措置では、事業所内指導としているため、施設で実習を行うことは

ありません。指導するプロセスがイメージできるよう、資料等を用い、詳しい説

明をお願いします。 
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⑮ 指導事例について、１プロセスにつき、２

つ以上の疾患別事例を取り上げるという

ことだが、一人で２つ以上の疾患を有する

利用者の場合、２つの疾患別事例として、

１プロセスの実習を修了としてよいか。 

また、利用者二名に協力を得て、実習を実

施する場合、両名への居宅訪問が必要か。 

1 つのプロセスにつき、一人の利用者の疾患（①認知症 ②筋骨格系疾患 ③脳血

管疾患 ④内臓機能不全 ⑤看取り のうちのいずれか）を、２つ以上取り上げるこ

とについては問題ありませんが、高齢者の多様な生活の実態を知ることが実習の

目的であり、可能な限り実習指導者が担当している事例ファイルより、多様な高

齢者の疾患事例を取り上げるよう、ご協力をお願いします。 

また、実習の実施に当たっては、可能な限り居宅訪問を行ってください。利用者

の都合や、訪問にかかる時間等も考慮し、やむを得ない場合は、１名のみの居宅

訪問にて可能とします。（居宅訪問できない利用者の事例については、事例ファイ

ル等を基に、必ず口頭で指導してください。）（手引 Ｐ５「Ⅱ実習の全体像」参照） 

⑯ 指導プロセスの疾患別事例について、受講

者が他プロセス（他事業所で実施）で実習

済みの疾患別事例でもよいか。 

例えば、アセスメントのプロセスで、認知

症と内臓機能不全の事例を実習済みの場

合、当事業所でモニタリングのプロセスの

指導を行う場合は、他の疾患別事例をとり

あげるのか。 

疾患別事例（①認知症 ②筋骨格系疾患 ③脳血管疾患 ④内臓機能不全 ⑤看取

り）は受講者の「実習の目標」に基づき選択するため、実習済みの事例でも問題

ありません。 

「実習の目標」に希望する疾患別事例等の記載がない場合は、実習指導者が担当

する事例ファイルから指導する疾患事例を選択することになります。 

⑰ 疾患別事例中、「②筋骨格系疾患」とはどの

ような疾患なのか。 

骨粗鬆症やその結果の骨折、変形性関節症や関節リュウマチを含む関節炎、脊柱

管狭窄症や頚椎症性脊髄症、廃用症候群などの疾患です。 

5 指導時間に

ついて 

⑱ 実習指導者が１名のみのため、２つのプロ

セスを指導する際は、オリエンテーション

の内容は共通する部分も多いです。このた

め、例えば２つ目のプロセス指導自体は２

時間３０分で、１つ目のプロセスで実施し

ているオリエンテーション時間の３０分

を加え、３時間の指導としてよいか。 

手引Ｐ２１、Ｐ２２の実習指導計画書記載例をご確認ください。 

記載例には、１つ目プロセスで実施したオリエンテーション時間は、２つ目のプ

ロセス指導時間には含まれません。ただし、最終行程で実施する、実習の振返り

時間については２つ目プロセスの指導時間に含みます。記載例を参考に、それぞ

れに決められた指導時間となるように指導計画を作成してください。 

6 実習指導者

について 

⑲ 非常勤の主任介護支援専門員でも、受入・

指導は可能なのか。 

実習指導者として届出のある主任介護支援専門員であれば、指導可能です。 

7 様式につい

て 

⑳ 様式 Bはどのように入手するのか。 様式 Bの原本については、実習当日に受講者が持参します。 

（手引 Ｐ３「６、実習受入事業所が行う事務手続き等の流れ」参照） 

㉑ 様式 B は手書きでなければならないのか

（電子データの配布はあるか。） 

様式 Bは、受講生自身が「実習の目標」を記入しており、電子データの配布はで

きませんので、手書きで作成してください。 

㉒ 実習指導計画書の様式はダウンロードで

きるのか。 

（一財）大阪府地域福祉推進財団のＨＰで、ダウンロードできます。 

㉓ 様式Ａ、様式Ｂの報告書は鉛筆書きで問題

ないか。 

様式Ａ（受講者用）は、実習の目標を何度も書き直す受講者がいるため鉛筆書き

でも可とします。様式Ｂ（受入事業所用）は、主任ケアマネ更新研修受講に必要

な書類でもあるので、ボールペン等で記載をお願いします。 

なお、修正テープの使用は様式 Bは不可です。線を引いて、押印してください。 

㉔ 実習指導計画書の提出は原本か。 写しでお願いします。 

㉕ 「様式Ｂ」の原本は、主任ケアマネ更新研

修の受講要件証明となるため、事業所では

なく実習指導者本人が保管してもよいか。 

はい。主任介護支援専門員更新研修の受講要件確認書類となりますので、指導者

本人が５年間は必ず保管してください。（事業所は写しを保管） 



㉖ 来年度も説明会に参加しなければならな

いか。 

現在のところ必要ありませんが、制度等が変更され、実習内容についても大きな

変更があった場合は、参加が必要となる可能性もあります。 
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㉗ 主任介護支援専門員更新研修の受講要件

について、実習受入の件数に変更はある

か。 

大阪府のホームページ（介護支援専門員情報）にてご確認ください。 

今後、関連する制度等の改正に伴い、要件を見直す可能性もあります。 

㉘ 実習受入にあたり、受講者から苦情があっ

た際には、内容について受講者を受入れた

事業所に報告してもらえるのか。 

苦情などの申出などがあれば、研修実施団体を通じて事業所へ状況確認し、状況

により、見学観察実習の再実習等の対応を依頼する場合があります。 

   

 


